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新規学校卒業者等の採用に関する要請について 

～細川厚生労働大臣による主要経済団体への要請を行いました～ 

 

 

新規学卒者の就職環境が非常に厳しく、平成 22 年３月卒のうち未就職の者は約

７万５千人に上るとともに、平成 23 年３月卒については、さらに厳しい状況とな

るおそれがあります。 

このため、「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」（平成 22 年９月 10

日閣議決定）に基づく新卒者の緊急雇用対策をより効果的に実施するため、既に

細川厚生労働大臣が経済４団体（社団法人日本経済団体連合会、日本商工会議所、

全国中小企業団体中央会、公益社団法人経済同友会）に対し、新卒者の雇用に向

けた取組を要請したところですが、本日、主要経済団体、業界団体に対しても細

川厚生労働大臣・髙木文部科学大臣・大畠経済産業大臣連名による要請書を送付

することとしました（別添１、２）。 

厚生労働省としては、「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」に基づ

き、引き続き関係省庁と連携し、新規学校卒業者等の就職支援の強化に努めてま

いります。 

平成２２年 1０月８日 

職業安定局 派遣・有期労働対策部 

若年者雇用対策室 

(担当・内線)  

室   長  久知良 俊二  (5862) 

室長補佐  仙田   亮   (5691) 

(電話代 表) 03-5253-1111 

(夜 間 直 通) 03-3597-0331 
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（別添１）  
平成 22 年 10 月８日  

 
 

主要経済団体の長  殿  
 
 

新規学校卒業者等の採用に関する要請書  
 
 

 今春の就職内定率は、新規大学卒業者で 91.8％、新規高校卒業者で

93.9％と、特に大学は前年から大きく低下し、ここ 10 年来で最も厳し

い状況となっており、来春に向け、就職環境がさらに厳しくなること

が懸念されます。  
 また、未就職卒業者は約 7.5 万人（前年度比約 3.1 万人増）にのぼっ

ており、いったん卒業すると、新卒枠への応募機会が極めて限定され

るため、正社員として就職することが困難になり、フリーターとして

労働市場に滞留することが懸念されます。  
 このような状況を踏まえ、文部科学省、厚生労働省及び経済産業省

では、学校とハローワーク等との連携により、「新成長戦略実現に向け

た３段構えの経済対策」（平成 22 年９月 10 日閣議決定）に盛り込まれ

た対策を実施し、１人でも多くの新規学校卒業者及び未就職卒業者の

就職が実現するように努めるとともに、卒業時点で学生・生徒が社会

人・職業人として必要な資質能力を備えるよう、義務教育段階からの

キャリア教育・職業教育を推進し、特に大学においては学生の就業力

の育成を図る取組を強化していく所存です。  
 産 業 界 の 皆 さ ま に お か れ ま し て も 、 将 来 に わ た る 日 本 経 済 の 競 争

力・生産性の向上を図るため、こうした取組みにご理解をいただき、

新規学校卒業者及び未就職卒業者のための採用枠の拡大、追加求人の

提出及び少なくとも大学及び高等学校等卒業後３年以内の未就職卒業

者の新卒枠での応募受付について努力をお願いする次第です。  
 また、就職・採用活動の早期化・長期化は、大学教育の効果を阻害

し、学生の質の低下も招いていることから、企業、学生双方にとって

メリットをもたらす就職・採用活動の実現のため、早期の採用選考活

動の抑制にこれまで以上の取組みをお願いいたします。  
 貴団体におかれましては、私どもの要請に何卒深い御理解を賜り、

傘下団体及び事業主の皆さまにこの趣旨を徹底していただきたく、御

協力をお願い申し上げます。  
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文部科学大臣  
 

         （  署  名  ）  
 
 
 

厚生労働大臣  
 

         （  署  名  ）  
 
 
 

経済産業大臣  
 
                 （  署  名  ）  
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新規学校卒業者の採用に関する要請先 

 
                             計 ２４５団体 

 

板硝子協会  

インターネット協会  

映画産業団体連合会  

大手家電流通懇談会  

音楽産業・文化振興財団  

海外通信・放送コンサルティング協力  

家電製品協会  

カメラ映像機器工業会  

関西経済連合会 

関西情報・産業活性化センター  

関東ゴルフ会員権取引業協同組合  

企業情報化協会  

九州経済連合会 

共用品推進機構  

組込みシステム技術協会  

経済同友会  

結婚相手紹介サービス協会  

国際アイティー財団  

国際情報化協力センター  

コンピュータエンターテインメント協会 

コンピュータ教育開発センター  

コンピュータソフトウェア協会 

写真感光材料工業会  

出版文化産業振興財団  

新機能素子研究開発協会  

信託協会  

新日本スーパーマーケット協会 

情報サービス産業協会  

情報通信ネットワーク産業協会  

人工知能研究振興財団  

スポーツ健康産業団体連合会  

精糖工業会  

生命保険協会  

石炭エネルギーセンター  

石油化学工業協会  

石油連盟  

セメント協会  

全国観光写真事業協同組合  

全国学習塾協会  

全国学習塾協同組合  

全国共済農業協同組合連合会  

全国銀行協会  

全国建設業協会  

全国こころの会葬祭事業協同組合  

全国商工会連合会  

全国商工団体連合会  

全国商店街振興組合連合会       

全国信用金庫協会  

全国乗用自動車連合会  

全国セレモニー事業協同組合  

全国ソフトウェア協同組合連合会  

全国地域情報産業団体連合会(ANIA)  

全国地方銀行協会  

全国中小企業団体中央会 

全国鉄鋼販売業連合会  

全国電機商業組合連合会  

全国農業協同組合中央会  

全国農業協同組合連合会  

全国木工機械工業会  

全国労働金庫協会  

全日本紙製品工業組合  

全日本冠婚葬祭互助協会 

（別添２） 
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全日本航空事業連合会  

全日本広告連盟  

全日本葬祭業協同組合連合会  

全日本鍛造協会  

全日本遊園施設協会  

全日本ゴルフ練習場連盟  

全日本トラック協会  

ソフトウェア情報センター  

タングステン・モリブデン工業会  

第二地方銀行協会  

大日本水産会  

中部経済連合会 

超音波工業会  

電気機能材料工業会 

電気事業連合会  

電気硝子工業会  

電気通信協会  

電機・電子・情報通信産業経営者連盟  

電子回路基板技術振興財団  

電子情報技術産業協会  

電線工業経営者連盟  

電池工業会  

電波技術協会  

東北経済連合会 

特殊鋼倶楽部  

トロン協会  

西日本遊園地協会  

日本アルミニウム協会  

日本イベント産業振興協会  

日本医療機器産業連合会  

日本印刷産業連合会  

日本運搬車両機器協会  

日本エステティック振興協議会  

日本オーディオ協会  

日本化学工業協会  

日本化学繊維協会  

日本ガス協会  

日本硝子製品工業会  

日本機械工業連合会  

日本記録メディア工業会  

日本クレジット協会  

日本経済団体連合会  

日本計量機器工業連合会  

日本絹人繊織物工業連合会  

日本建設機械工業会  

日本港運協会  

日本光学工業協会  

日本航空宇宙工業会  

日本鉱業協会  

日本工作機械工業会  

日本工作機器工業会  

日本広告業協会  

日本婚礼写真協会  

日本ゴム工業会  

日本ゴルフトーナメント振興協会  

日本ゴルフ場事業協会  

日本コンピュータシステム販売店協会  

日本サッシ協会  

日本産業機械工業会  

日本産業訓練協会  

日本産業車両協会  

日本写真館協会  

日本酒造組合中央会  

日本出版協会  

日本出版取次協会  

日本証券業協会  

日本商工会議所  

日本商品先物取引協会  

日本照明器具工業会  

日本食品機械工業会  

日本食糧協会  

日本ショッピングセンター協会  

5



日本伸銅協会  

日本新聞協会  

日本新聞販売協会  

日本自家用自動車管理業協会  

日本自動車機械工具協会  

日本自動車工業会  

日本自動車車体工業会 

日本自動車タイヤ協会  

日本自動車販売協会連合会  

日本自動車部品工業会  

日本情報技術取引所  

日本情報システム・ユーザー協会  

日本情報処理開発協会  

日本人材派遣協会  

日本水晶デバイス工業会  

日本スーパーマーケット協会  

日本スパ協会  

日本スパ振興協会  

日本製缶協会  

日本製紙連合会  

日本製薬団体連合会  

日本船主協会  

日本染色協会  

日本専門店会連盟  

日本専門店協会  

日本繊維機械協会  

日本繊維産業連盟  

日本全身美容協会  

日本倉庫協会  

日本ソフトウェア産業協会  

日本損害保険協会  

日本造船工業会  

日本チェーンストア協会  

日本チェーンドラッグストア協会  

日本中小企業団体連盟  

日本鉄鋼連盟  

日本鉄塔協会 

日本鉄道車輌工業会  

日本テニス事業協会  

日本展示会協会  

日本ディスプレイ業団体連合会  

日本データ通信協会  

日本電化協会  

日本電機工業会  

日本電気計測器工業会  

日本電気制御機器工業会  

日本電球工業会  

日本電子回路工業会  

日本電子部品信頼性センター  

日本電線工業会  

日本陶業連盟  

日本時計協会  

日本ドライブイン協会  

日本ねじ工業協会 

日本ネットワークインフォメーションセンター  

日本農業機械工業会  

日本配線器具工業会  

日本配電制御システム工業会  

日本歯車工業会 

日本発毛促進協会  

日本半導体製造装置協会  

日本バス協会  

日本バンケット事業協同組合  

日本パブリックゴルフ場事業協会  

日本百貨店協会  

日本肥料アンモニア協会  

日本ファインセラミックス協会  

日本フィットネス産業協会  

日本福祉用具・生活支援用具協会  

日本フランチャイズチェーン協会  

日本フルードパワー工業会 

日本ブライダル事業振興協会  
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日本分析機器工業会  

日本ベアリング工業会  

日本包装機械工業会  

日本縫製機械工業会  

日本ホテル協会  

日本翻訳連盟  

日本貿易会  

日本紡績協会  

日本ボウリング場協会  

日本ボウリング場事業協同組合 

日本ボランタリー・チェーン協会  

日本民営鉄道協会  

日本民間放送連盟  

日本綿スフ織物工業連合会  

日本メンテナンス工業会 

日本毛髪業協会  

日本洋酒酒造組合  

日本羊毛紡績会  

日本リゾートクラブ協会  

日本旅行業協会  

日本冷凍空調工業会  

日本冷凍空調設備工業連合会  

日本ロボット工業会  

ニューメディア開発協会  

ハイパーネットワーク社会研究所  

日本半導体ベンチャー協会  

光産業技術振興協会  

東日本遊園地協会  

ビール酒造組合  

ビジネス機械・情報システム産業協会  

ファジィシステム研究所  

普通鋼電炉工業会  

不動産協会  

プレハブ建築協会  

民間語学教育事業者協議会  

リース事業協会  

レジャー・スポーツダイビング産業協会  

ＡＳＰ・ＳａａＳインダストリ・コンソーシアム  

ＩＴコーディネータ協会 
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